
岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企業拡大事業費補助金交付要綱 

 

施行 平成２９年６月１５日 女活推第４９号 

（総 則） 

第１条 県は、岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業登録制度実施要領（平成１９年３

月２０日。以下「実施要領」という。）に規定する岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進

エクセレント企業（以下「エクセレント企業」という。）の認定を促進するため、企業等

が行う従業員の働き方改革、育児や介護の支援、女性の活躍推進等を図る目的で行う事業

に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、

岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、次に

掲げる企業又は団体とする。 

（１）次の要件を全て満たす企業又は団体 

ア 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１２条第１項に規定 

する一般事業主行動計画を策定し、厚生労働大臣に届け出ていること。 

イ 実施要領により行う岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録を受けてい 

ること。 

ウ エクセレント企業の認定に向けた計画を策定していること。 

（２）次のいずれかに該当する団体であって、当該団体の会員である企業のエクセレント

企業の認定を推進するもの 

ア 一般社団法人岐阜県経営者協会 

イ 岐阜県商工会議所連合会又はその構成団体 

ウ 岐阜県商工会連合会又はその会員となっている団体 

エ 岐阜県中小企業団体中央会又はその会員となっている団体 

オ 岐阜県農業協同組合中央会又はその会員となっている団体 

カ 一般社団法人岐阜県建設業協会又はその会員となっている団体 

キ 一般社団法人岐阜県森林施業協会 

ク 公益社団法人日本青年会議所東海地区岐阜ブロック協議会又はその会員とな 

っている団体 

ケ 一般社団法人岐阜県経済同友会 

コ その他知事が認める団体 

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの補助金の交付を受けた者は、補助事業者となるこ

とができない。ただし、知事が特に認める場合は、この限りでない。 

  

（欠格事由） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助事業者となることができない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 役員等が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している



法人等 

（３） 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法人

等 

（４） 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又はその属す

る法人若しくは第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用し

ている法人等 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等 

（６） 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有している法人等 

（７） 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であ

ることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、

これを利用している法人等 

 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び経費（以下

「補助対象経費」という。）、補助率並びに補助限度額は、別表１に掲げるとおりとする。 

２ 補助対象事業は、毎年４月１日以降に開始し、翌年３月３１日までに完了するものとす

る。ただし、知事が特に認める場合は、この限りでない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第５条 補助金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、別記第１号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 補助金交付申請書の提出期限は、知事が別に定める。 

４ 補助事業者が課税事業者である場合は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の規定により仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）

を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額

が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（事業の着手時期） 

第６条 補助対象事業の着手時期は、規則第５条の交付の決定のあった日以後でなければな

らない。ただし、事業の性質上やむを得ない事由があると知事が特に認めた場合は、この

限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により交付の決定前に事業に着手しようとする者は、補助対象事業

の着手前に、補助金交付申請書に事前着手届出書（別記第２号様式）を添付するものとす

る。 

  

（補助金の交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。 

 （１） 補助事業に要する経費の配分の変更（補助対象経費の２０パーセント以内の減額



を除く。）をする場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

 （２） 補助事業の内容の変更をする場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

 （３） 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

 （４） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

２ 補助事業者が前項第１号から第３号までの規定により知事の承認を受けようとする場合 

の申請書の様式は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとす

る。 

 （１） 前項第１号及び第２号に掲げる場合 補助事業の経費の配分（内容）変更承認申

請書（別記第３号様式） 

 （２） 前項第３号に掲げる場合 補助事業の中止（廃止）承認申請書（別記第４号様式） 

 

（申請の取下げ） 

第８条 規則第８条第１項に規定する補助金の交付申請の取下げができる期間は、補助金の

交付の決定の日から１５日以内とする。 

 

（状況報告） 

第９条 知事は、必要と認めるときは、事業の遂行状況を確認するため、補助事業者に対

して報告を求めることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による報告の求めがあったときは、別記第５号様式により、

知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 実績報告書の様式は、別記第６号様式のとおりとする。 

２ 実績報告書には、別記６号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日（廃止の承認を受けた場合は、当該承認

を受けた日。以下同じ。）から起算して３０日を経過した日又は補助事業の完了の日の属

する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日とする。 

 

（補助金の交付時期等） 

第１１条 この補助金は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定後において交付す

る。 

２ 補助事業者は、別に知事が指定するところにより、別記第７号様式による補助金交付

請求書を提出しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税にかかる仕入控除税額相当額の返還） 

第１２条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第８号様式により速やかに知事に

報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の

返還を命ずるものとする。 

 



（暴力団の排除） 

第１３条 規則第４条の申請があった場合において、申請者が第３条の規定に該当するとき

は、知事は、その者に対して、補助金の交付をしないものとする。 

２ 知事が規則第５条の規定による交付の決定をした後において、当該交付の決定を受けた

ものが第３条の規定に該当することが明らかになったときは、規則第１７条第１項の規定

により、補助金の交付の決定を取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に補助金が交付されているときは、規則第１８条の規定により 

補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（書類、帳簿等の保存期間） 

第１４条 規則第２２条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、補助事業が完了した日の属

する年度の翌年度以後５年間とする。 

 

（補助事業の表示） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業について県からの補助金を受けて実施する旨を別表

２に定めるところにより表示するものとする。 

２ 前項の規定による表示に要する経費は、補助対象経費とする。 

  

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第４条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 
補助率、補助限度額

及び補助金の額 

次に掲げるいず

れかの事業 

・エクセレント

企業認定指標項

目を達成するた

めに必要な事業 

・第２条第１項

第２号に掲げ

る団体が行う、

エクセレント

企業認定拡大

に資する研修

会、相談会等 

左記事業に要する次の表に掲げる経費から、その事業に係る寄附金等を控除した額（１００千円以上のものに限る。） 

なお、他の業務と区分できる分のみを対象とし、補助事業者においてそれを証するものとする。 
 

費用の項目 費用の種類 基準限度額 

報酬 研修会、講演会及び専門的事項に関する相

談等に係る謝金 

附表「研修会、講演会及び専門的事項に関する相

談等に係る謝金」に掲げる額 

賃金 当該事業の実施のために直接必要な人件

費（アルバイトへの賃金等） 

１時間当たり 1,070 円 

旅費 

 

交通費及び宿泊費 

 

公共交通機関：目的地まで合理的経路で公共交通

機関を利用した場合の実費相当

額 

自家用車：１ｋｍにつき 37 円 

宿泊費：１泊 9,800 円 

需

用

費 

消耗品費 

 

当該補助事業の実施に必要な事務用品等 事業に必要な物品：知事が必要と認める額の範囲 

          内 

事務用品等：１物品当たり５万円 

燃料費 保育所への送迎に必要な自動車用燃料費 知事が必要と認める額の範囲内 

会議費 

 

会議等に付随する飲食代（弁当代、茶菓代

等） 

弁当代（茶菓代を含む。）：１人当たり 1,620 円             

茶菓代：１人当たり 540 円 

印刷製本費 チラシ、ポスター、資料等の印刷費等 知事が必要と認める額の範囲内 

役

務

費 

通信運搬費 郵便料及び運搬料等 

 

知事が必要と認める額の範囲内 

手数料 振込手数料等 知事が必要と認める額の範囲内 

保険料 損害保険料等 知事が必要と認める額の範囲内 

委託料 

 

当該補助事業の実施のために必要な事務、

調査等の外部への委託費 

知事が必要と認める額の範囲内 

使用料及び 

賃借料 

会場使用料、自動車借上料、労務管理・テ

レワークのために必要な関連機器・サービ

スの使用料等 

知事が必要と認める額の範囲内 

 

その他 知事が必要と認める費用 知事が必要と認める額の範囲内 

補助対象経費に

補助率を乗じて得

た額（補助限度額を

上限とする。） 

ただし、当該金額

に1,000円未満の端

数があるときは、こ

れを切り捨てるも

のとする。 

（１）補助率 

補助対象経費の

２分の１以内 

（２）補助限度額 

２００千円 



附表 研修会、講演会及び専門的事項に関する相談等に係る謝金 

謝金を支払う者の区分 研修会及び講演会 専門的事項に関する相談等 

大学等の 

研究者 

 

 

 

 

教授 

 

13,000 円/ｈ以内 

 

13,000 円/ｈ以内 

（50,000 円/日以内） 

准教授 

 

8,000 円/ｈ以内 

 

8,000 円/ｈ以内 

（40,000 円/日以内） 

講師・助教(専門

学校等を含む。) 

6,000 円/ｈ以内 

 

6,000 円/ｈ以内 

（30,000 円/日以内） 

専門家 社会保険労務士

等（資格の有無

を問わない。） 

6,000 円/ｈ以内 

 

  6,000 円/ｈ以内 

（30,000 円/日以内） 

企業 

 

－ 

 

8,000 円/ｈ以内 

 

8,000 円/ｈ以内 

（40,000 円/日以内） 

著名人・ 

タレント 

－ 

 

50,000 円/ｈ以内 

 

50,000 円/ｈ以内 

（200,000 円/日以内） 

 ※１時間に満たない時間の扱いは、以下のとおりとする。 

  ・３０分以内の場合は、時間当たり基準単価の半分を加算する。 

  ・３０分を上回る場合は、１時間に切り上げて計算する。 

 

別表２（第１５条関係） 

事業区分 表示方法 表示例 

研修会、講演会等 開催要綱、研修資料、報告書等

の表紙に表示 

この○○は、岐阜県か

らの補助金を受けてい

ます。 

〇年〇月〇日 

補助事業者名 

調査、研究等 印刷物の表紙に表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


